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要約

本報告は総合都市研究第10号の「民間住宅地開発による住宅地形成と居住地環境整備」に次ぐ i多

摩総合調査」の一環である。多摩ニユ{タウン計画区域内での土地区画整理事業によって基盤整備が行

われた地区を対象として，市街化の現況を把握し，そこでの市街地形成上の問題を検討した。

その概要は次のごとくである。

1) 多摩土地区画整理事業地区の特徴は，新住事業地区での人口集積が新住事業地区に立地しない多様

な用途の建築需要を生み，それらが幹線道路沿いに立地し，他の区画整理地区に比べて市街化を促

進していることである。この様な市街化形態のなかで市街地形成上の問題が発生している。区画整

理後の新築住宅による住宅地はほぼ90戸/ha程度の高密な戸数密度(ネット)となっている。又住

宅以外の多様な用途の建物の立地は，住宅との混合した市街地形成となっている。これらは，独立住

宅地を想定した区画整理の計画を逸脱した市街地形成が予測されること，狭小高密な住宅街区の形

成，住宅と非住宅建物が混在した街区の形成など街区レベルでの住環境悪化が進むことを示してい

る。(第2章〉

2) 従前土地所有者の土地運用は，零細土地所有者 (250ni'未満)，小規模土地所有者 (250ni'以上1，000

ni'未満)，中規模土地所有者 (1，000ni'以上3，000ni'未満〉大規模土地所有者 (3，000ni'以上〉区分別

に一定の傾向がみられる。そのなかで，大規模土地所有者の土地運用が現在の市街地形成に大きく

関与していることがわかった。(第3章〉

3) これらの検討をもとに，計画的住宅地形成を目標とする多摩ニュータウン計画区域の土地区画整理

事業地区での市街化形態の計画的規制の必要について若干の検討を行った。(終章〉
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はじめに……調査の目的

本調査は1978年度から1982年度にわたる「多摩地区総

合調査Jの一環である。 1978年度， 1979年度の調査につ

いては総合都京研究第10号 (1980年〉の「民間住宅地開

発による住宅地形成と居住地環境整備J(波多野・古里)

としてまとめている。 1980年報告の調査は多摩丘陵地に

おいて市街化抑制策も取られず，又，多摩ニュータウン

計画のような計画的大規模開発も行われないまま1) 民

間の住宅地開発が集積した場合，どの様な住宅地形成が

されていただろうかを検討するためのものであった。

の住宅地形成状況を把握し，建築基準法の道路位置指

定，都市計画法の開発許可等の開発行為に対する許認可

制度が，この様な住宅地形成に対して行ないうる規制的

手法の問題点，限界について検討した。この様な規制l的
手法による住宅地形成の秩序化に対して，多摩ニュータ

ウン計画区域は新住宅市街地開発事業(以下新住事業と

いう〉と土地区画整理事業というつの事業的手法によっ

て住宅地形成が行われている。本報告はその内の土地区

画整理事業地区を取り上げ住宅地形成の現状把握とそこ

での問題点を検討するものである。

この調査では，その様な状況の例として多摩ニユ{タ

ウン計画区域の北側，浅川沿いの丘陵地をとり上げ，そ
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土地区画整理は面的市街地基盤整備事業といわれてい

る事業手法の 1つである。本地区の様にもとは山林，農地

の農業地域で行う郊外地土地区画整理事業では，市街地

として必要な道路，公園等の公共施設の用地を確保し整
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備すること，もとの山林や農地を宅地として整備するこ

とを目的として行われる。郊外地土地区画整理事業の特

徴はこの宅地の整備，公共施設の整備，区画整理の用語

でいえば「土地の区画形質の変更」と「公共施設の新設

及び変更」という行為を「換地」幻という手続によって

行うことにある。土地区画整理事業地区内の市街地形成

は2つの段階からなりたっている。則ち，第1段階とし

ての事業による市街地基盤整備と，第2段階としての換

地で行われる建築行為の集積の 2つである。郊外地土地

区画整理事業は市街地基盤整備を直接的な範囲としてお

りその後の市街地形成は事業の範囲となっていなし、。し

たがって本研究の視点は，土地区画整備事業がこの手法

上の特徴のもとで，計画的住宅地形成を目的とした多摩

ニュ{タウン計画区域内の土地区画整理事業地区の市街

地形成がどの様に進んでいるか，それが多摩ニュータウ

ンの「計画性」にどのような問題点をもたらすかを明ら

かにすることである。

尚，本報告の構成は次のごとくである。第 1章におい

て多摩ニュ{タウン計画における土地区画整理事業地区

の位置づけについて概観し，第2章では1980年に実施し

た土地利用状況調査のまとめを行い，第3章 4章では

1980年調査で把握された土地利用の態様を分析するため

に1981年に行った調査をまとめた。そしておわりに，多

摩ニュータウン計画区域での土地区画整理事業地区にお

ける市街地形成上の問題点を指摘し，それに対する若干

の提案を行った。

1. 多摩二ュータウン計画と土地区画整理事業

1. 1多摩ニュータウン計画における土地区画整理計画

(1) 計画の経緯

多摩ニュータウン計画の経緯と現状についてはすでに

北条晃敬氏の論文 (1980)においてまとめられており，

ここでは詳細についてふれない。

1965年12月28日に新住事業の計画決定が告示され，当

初は全地域買収方式で行われる計画であったが，全面買

収に対する地主の反対が強く，丘陵地は新住事業で集落

と周辺農地のある平地，山戸部分は土地区画整理事業で

行うことになった。

多摩土地区画整理事業(19前年 12月24日都市計画決

定)，小野路土地区画整理事業(1961年2月24日都市計

画決定)， 由木土地区画整理事業(1971年7月29日都市

計画決定)の 3事業地区である。

(2) 多摩ニュータウン計画における土地区画整理事業地

区の位置

表 1-1 事業区域別・施行者別の開発規模 単位(面積:ha，人口は人)

区 分 H 多摩市(八主子市 l町田市|稲城市( 摘 要

東京都 IITiifJtl一一742.4 85. 3 I 633. 8 23. 3 1 - 11ト 18

霊1/0， ". ~町人口 l 胤叩o I 附 O∞o 田凪即，10∞o 一 | 一 |却~2泊3住区

害l口士刊仕宅臥仏閉 [面積! 川 2 847.9 I 186.3 一 1 抑 o 11~8， 肌 l口1，

富:I ~一T山一】日…山 |川人口 193，6印00川| 山 8脚0∞0| 札即側o 一 | “仏ω，0側0∞o Iい同1ロ2 山

望劃|東 京 都 i函盃「瓦可一瓦下:可司一可司一一一! 一=-[唱一凸 n一
喜劃l住悶宅覗供問[戸;石司1， 2コ可記示雨i丙…71而「つ函訂て一r=-1~， l~-~EE~ 

k 弘五一一元0.-;-1---- 983.0 937. 1 I 23. :3 I 297.0 I 

1 則 AO 337，800一一;瓦円…訂一二7つ川一

二一一一一一 j時 452.0 2品工 2瓦-11-----=-r-- ご[2EJ九ふ
区 域(五l云3，000i 一泊， 000 i24，000 I 二「一ごlrh日

一日~~~;~-l面I-~竺に-E 3幻 I 1沼 o I 81~Iぷ;
|人口 29，200 I 6，700 広100 I 9， 000 I 8， 4∞ l 一一一一

合計|里1--=020.2 I 1，270.6 I 川 3 I 201. 3 I 378.o I 

l 人口 I 410，000 18川 o I 肌 500 9，0竺1 弘必o I 

出典多摩ニュータウン区画整理地区の市街化誘導に関する調査研究
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線¥;
図 1-1 多摩ニュータン基本地図

(a) 新住事業と土地区爾整理事業の配置

新住事業地区が丘陵地にあって，土地区画整理事業

が谷戸に校状に配置されている。土地区画整理事業地

区内に幹線道路と河川が貫通している(図1-1参照〉

ら)計画人口，計画面積における土地区画整理事業地

区の位置

多摩ニュータウン全体の計画人口41万人に対して土

地区画整理事業地区の計画人口は 5.3万人であり，全

体の12.9%に相当する。面積では全体が3020.2haなの

に対して土地区画整理事業地区は452.0haとなってお

り， 15.0%となっている。(表1-1参照)

計画人口密度に直して新住事業地区と土地区画整理

事業地区を比較すると，前者が 150.8人/haとなり，

後者が117.3人/haとなっている。この密度の違いは

新住事業地区では東京都，日本住宅公団，東京都住宅

供給公社が事業施行者であり，自ら中高層住宅団地を

建設するのに対して，土地区画整理事業施行者は東京

都であるが，事業後の住宅建設は一般の土地所有者の

建築する 1戸建住宅を中心に住宅地形成を想定してい

るからである。

(3) 多摩ニュータウン計画区域における土地区画整理事

業地区の特徴

土地区画整理事業地区が特異な形状となっている

新住事業の土地買収が丘陵地に限られ，河JIIの支流

に沿った谷地聞が土地区画整理事業地区に入り，その

地区形状は!日河川の支流をなぞった様にひとで状をし

ており，市街地形成からみて土地区画整理事業地区が

一定のまとまりを持つものになっていない。

河川i改修，幹線道路中心の土地区画整理事業。

新住事業によって丘陵地が大規模に宅地造成され，

住宅地が建設され，これにより大量の水の処理が要求

され，必然的に平地の河川がこれを受けることにな

る。したがって平地で、行われる土地区画整理事業に合

せて，大規模な河川改修事業(大栗川，大田川，乞田

川，三沢JII)が行われている。又，多摩ニュ{タウン

と他地域とを終ぶ地域閥幹線道路も平地を貫通するこ

とになり，これらの道路(府中一町回線，府中一相模

原線， 日野一町回線)は土地区画整理事業によって整

備される。この河JIIと幹線道路に沿った細長い地区形

状となっている。

借地方式による河川改修，幹線道路整備の先行工

事

新住事業と土地区画整理事業とでは事業のテンポに

違いがあり，テンポの早い方の新住事業が要求する水

の処理や工事用道路の整備をテンポの遅い土地区画整

理事業地が引き受けるという問題があり， (北条， 1981)

新住事業にこれらの工事を合せるため，普通の土地区
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画整理事業の手順にない借り上げ方式をとった。新住

事業が必要な土地を借り上げ料を払って確保し， 河

川1.道路工事にかかる家を新住事業地区に仮移転する

というものである。

本事業が農民・土地所有者の生活再建の要求にも

とづいている

新住事業の土地買収に応じた農家にとって，土地区

画整理事業地区内の土地は，脱農した場合の生活再建

の榎である。

1.2多摩土地区画整理事業地区の概要

本調査では多摩ニュータウン計画区域にある 3土地区

画整理事業地区のうち，施行面積が大きく，造成工事も

進捗し，市街化が進んでいる多摩土地区画整理事業地区

を対象とした。

(1) 事業計画〈図 1-3参照〉

(a) 都市計画による区域決定

1966年12月24日，多摩ニュータウンのほぼ中央部を

流れる乞田川沿いの多摩市関戸，只取，逮光寺，乞田

及び落合の各1部にわたる地域221.5 haを計画区域と

して決定した。

(b) 市街地基盤整備(表1-2参照〕

道路，公園，河川等の公共用地は従前の 2.4倍に

なる。

整備される宅地面積は 138.8ha，施行地区面積の

62.7%。
従前の山林や農地等の面積は 164.5haであるが，事

業によって宅地として区画形質の変更が行われ，整備

される土地は138.8haになる 0

・ 減歩率は30.22%，このうち公共減歩率は27.35%

都市計画決定されている幹線道路は11路線。

府中ー町田(多摩1・3・2)，日野一町田(多摩1・3・3)等

の多摩ニュ{タウンを通り外部地域と結ぶ幹線道路が

整備される。

公園は児童公園24ケ所，緑地2ケ所を計画。

乞田川〈一級河川1)の整備は，乞田川改修工事と

して別途事業

下水道は分流式下水道として計画。汚水管の布設

整備を行う。ただし，汚水処理場及び汚水管渠につ

いては流域下水道として別途に東京都が施行する。

(2) 事業の進捗状況(図 1-4参照〕

換地設計は1977年9月に終了

仮換地指定は予定の54.0%(1979年度末現在で〉

まで進行

建物移転は40.9%完了(1979年度末現在で)

幹線道路は総延長の37.3%が完成(1979年度末現

在で〉

区画街路は総延長の38.5%が完成(1979年度末現

在で〉

宅地の整備は41.9% (1979年度末現在で〉

(3) 住宅地形成にかかわる計画

(a) 計画人口，計画戸数

計画区域面積221.5haに対して，計画人口22，000人，

計画戸数5，300戸となっている(多摩ニュータウン事

業概況〉。これを基に計算すると人口密度99.0人/ha，

戸数密度23.9戸/haとなる。

(b) 小学校区と生活関連公共施設の配置

本事業地区は，多摩第三小学校(事業計画以前から

の既在校〉と，北永山小学校〈新往事業地区).北諏訪

小学校(新住事業地区〕の 3学校区に分かれている

(図 1-2参照〉。これによると，土地区画整理事業地

区内で1小学校区を構成するのは既在の多摩第三小学

校だけであり，現状ではその校区の形状が不自然にな

っており，いわゆる住区別としてのまとまりを欠いて

いる。それ以外は新住事業地区内の小学校の校区に入

っている。

この様な住区構成の状況と，住民の生活に関係する

公共公益施設整備についても土地区画整理事業地区内

では児童公園が整備されることになる以外，基本的に

は新住事業地区に依存していることを合せてみると，

土地区画整理事業地区内は独立して住区を構成する計

画とはなっていない。

(c) 用途地域地区〈図1-3参照)

幹線道路の沿道街区は原則として，住居地域(容積

率300%.建ベイ率60%)が指定され 1部永山駅に

連接する一角が近隣商業地域(容積率300%. 建ベイ

率80%)となっている。又，それ以外の全街区は第2

種住居専用地域(容積率200%.建ベイ率60%)が指

定されている。

図 1-2 小学校区図 (1978年5月現在〉
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表 1-2 施行前，施行後面積対照表

施 ノ11 前 施 行 後
種 日

地積ω| |筆数 地積(nf) 1 
備 考

% % 

道 路 79，224 3.58 128，512 5.80 

河 JII 30，891 1. 39 102，480 4.63 

共 地 水 路 49，598 2.24 26，485 1. 20 

計 159，713 7.21 257，477 11.63 
用

地方公体用図
道 路 446，068 20.14 

地
公 園 66，754 3.01 

共地 言十 66，701 3.01 512，822 23.15 

一一~ー 2塑主主!!UQニ2ι一二 770， 299 1 34沼|

宅

里l
~I 

地怪奇
共有
団
体地

メ斗
口

公用財産

計

町立小学校(借地〉

12， 242 I o. 55 I 19 I 12， 072 I o. 55 I町立小学校 10.319nf ~V' I .L4， VILI ， v. oJtJ I町立幼稚園

12，242 0.55 12，072 19 0.55 

山一 1 日本電信電話公社

菌! 日本国有鉄道

:1 日本住宅公団

計

合
一
保
一
測
一
総

計
一
一
地
一
増
一
計

3主ifコ1-zlA盟世L
23，96θI 1. 08 

1， 6瓦瓦訂7忌51
二 1-1 

344，0田 1 15.日|
2，2則 841100.00

:1-ーか 0.84 
19 I 22.019 I 0.99 

1，387，702 1 62.65 I 

56，983 1 

間

2. 土地利用現況と市街地形成

(1) 目的

多摩上地区画整理事業地区の土地利用の現況を把握す

る調査を行い，その土地利用現況について，他の事業地

区での土地利用の状況とも比較しながら，検討を行う。2. 1調査の方法

留

量
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次に土地利用現況調査をもとに市街地形成の状況を，土

地区画整理事業が想定していた計画との関連から検討を

行う。

(2) 調査対象区域の設定

多摩土地区画整理事業地区の事業進捗状況は， 1979年

度末までに仮換地指定の予定からみると54.0%が進行し

ている。本調査の対象は1979年度末までに仮換地指定が

行われ，造成工事が完了し，土地の使用収益が開始され

ている区域とした(図1-4参照〕。

調査区域を図1-4の様に l地区と E地区に区分した。

(3) 調査時点

土地利用の現況把握の調査は1980年8月に行った。こ

の時点の土地の使用収益開始からの経過年数は次の様に

算定した。

1979年の造成工事完了区域はそれまでに部分的に進め

られて来た工事の結果であり， j地区については， 1979年

時点の造成工事完了区域がほぼ概成された1975年時点を

もって土地の使用収益が開始されたものとみなした。し

たがって I地区については1980年8月の調査時点を土地

の使用収前開始後ほぼ5年の経過時点とみなした。 E地

区については， 1979年時点の造成完了区域がほぼ概成さ

れた時点を1978年とみなした。したがってH地区の今回

の調査時点は土地の使用収益が開始されて2年後となる。

μ) 土地利用の分類と集計

土地利用調査は表2-1の様な用途分類に従って行っ

た。調査は仮換地指定図を基に作成したベースマップ上

の民有地に4)土地利用用途別に土地利用界を記入した。

又，建築地については，共同住宅の戸数を事務所， }苫舗

等については業務の内容等を記入した。いずれも現地踏

査によって判別した。踏査調査の結果から土地利用現況

図を作成し，それから面積を算定した。

表2-1 土地利用用途分類

建築地「一τ;:;宅

[7E 
7虚 地つ1

l.~ι1Lν~-<-~己:;ニよ

集計にあたっては，土地利用用途別に加えて， j地区，

E地区の区分を更に，幹線道路(都市計画道路を示す〕

に接する街区をAプロックとし，それ以外の街区をBブ

ロックとして区分し，集計を行った。尚Aブロック， B 

プロックの区分は幹線道路に接するか，しないかの他，

Bブロックが第二種専用住宅地域にAブ戸ックが住居地

域又は近隣商業地域になっている。

(5) 資料

東京都東部区画整理事務所の多摩土地区画整理仮換地

図，同仮換地調書，向造成事業進捗図を使用した。

2.2調牽の結果

土地利用調査結果を集計したものが表2-2である。

土地利用の調査対象とした民有地面積は 59.12haであ

る。これを地区別にみると j-A地区が 16.81ha， j-

B地区が 17.37ha， II-A地区が8.48ha， II-B地区が

16. 46haである。

(1) ピルトアップ率

本調査地区の市街化状況をみるため，ピルトアップ率

を求めて検討する。ピルトアップ率は民有地面積に対す

る建築地面積の比率で表わす。

地区全体のピルトアップ率は47.1%である。

I地区のピルトアップ率は47.8%でE地区のピルト

アップ率が46.2%となっている。 I地区が土地の使用

収益開始後ほぼ5年を経過しているのに対して， II地

区では使用収益開始後ほぽ2年であることから i地区

の方がピルトアップ率の高いのは当然のこととしても

むしろ E地区でのピルトアップ率の高さが目立つ。

幹線道路沿いのピルトアップ率が高い。

I地区， II地区ともAブロッグのピルトアップ率が

高くなっている，特に j-A地区は56.0%となってい

る。

他の事業地区との比較でも本地区でのピルトアッ

プ率が高い。

本地区のピルトアップ率47.1%は，本地区と同様な

方法で調査を行った他の土地区画整理事業地区町に比

べても高い値いとなっている(表2-3)。

松戸市4地区のうち，本地区の従前の地自宅地面積

の比率10.95%に近い中金杉地区(11.8%)，上本郷第二

地区 (8.9%)のピルトアップ率をみると中金杉地区で

は仮換地指定後土地の使用収益開始5年の時点で32.5

%，となっており上本郷第二地区でも仮換地指定後5

年時点で29.8%，10年の時点で43.4%となっている。

各事業地区を単純な比較で論じられないが，本地区

は新住事業地区での大きな人口集積が存在しているこ

と，多種な土地利用需要が発生すると思われる幹線道

路が本地区を長く貫通していることなどの条件が，市
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表 2-2 民有地土地利用用途別面積表

品2\~I 1 -B  11地区吋 ll-B ¥ II地区合計 1総1• II地区計

建

築

地

ヨド

建

築

地

戸建専 |395 l485 1880 1194 1369 l564 11443 
て用住宅 (11. 6) I (14.2) I (25.7) I (7.8) I (14.8) I (22. 6) I (24.4) 

集合住宅 |100 1072 i172 1015 1106 l 122 1293 
(2.9) I (2.1) I (5.0) I (0.6) I (4.3) I (4.9) I (5.0) 

併用住宅 1
0ω i023 10

但 iou i027 1051 1115 
(1. 2) I (0. 7) I (1. 9) I (1. 0) I (1. 1) I (2. 0) 1 (1. 9) 

事務所広舗 |347 i030 i377 |093 1094 1187 1565 
(10. 2) I (0. 9) I (11.0) I (3. 7) I (3. 8) 1 (7. 5) 1 (9.6ハ

工 場 10121011i023i015l00810221045
(0.4) I (0.3) I (0.7) I (0.6) I (0.3) I (0.9) I _(0..82 

公益的施設 1042 i053 1095 lO
担 1090 

1 
114 1208 

(1.2) I (1. 6) I (2.8) I (1. 0) I (3.6) 1 (4.6) 1 (3.5) 

他
1
0閃 101910231042I04920〉|091011.14

(0. 1) I (0. 6) I (0. 7) I (1. 7) I (2. 0) I (3. 6) 1 (1. 9) 

建築 地合計 1
9
.
41

…
:IE92(却 2〕

|16マ478)14%引可j98)|115μ2〉lmむ7.1) 

未利用 1374 1566 I940 1195 1552 i747 11687 
(10.9) I (16.6) I (27.5) I (7.8) I (22.1) ¥ (30.0) 1 (28.5) 

畑 |1151188i303| 14311HI3171620  
(3.4) I (5.5) I (8.9) I (5.7) I (7.0) I (12.7) I (10.5) 

果樹園 |053 1057 l110 iO06 1019 |024 [134 
(1. 6) I (1. 7) I (3.2) I (0.2) I (0.8) I (1. 0) 1 (2.3) 

植 木 1012i04210551013105110641119
(0. 4) I (1. 2) I (1. 6) I (0. 5) I (2. 0) 1 (2. 6) 1 (2. 0) 

駐車場 |170 11M |294 1071 1068 1139 1433 
~~I ~~I ~~I ~~I ~nl ~~I ~~ 

資材置場 [014 1058 1072 i013 1039 |052 1124 
(0.4) I (1. 7) I (2. 1) I (5. 2) I (1. 6) I (2. 1) I (2. 1) 

他

非建築地合計

民有地総計

i01010101  
(0. 3) 1 (0. 3) (0.2) 

|い7~1ら円?%一示 17.主;巧8
今弘!

11払&“8%2の)1い173:508)134!?ooO〉|8必 (340〕|164!660〉i弘君。。 0)|592000)

E亙|

表 2-3 他地区におけるピルトアップ率

¥、地 区¥名 二十世紀ケ丘[ 中金杉 上本郷第二 常 盤 平

*3年 1 6年 I2年¥ 5年 5年¥ 8年 110年 5年|昨 118年

民有地建築地面積ha 5.8 9.1 4.9 5.5 

民=有市地建街築地化率 9率6 14.8 23.2 29.0 32.5 

本年数は土地の使用収益開始後の経過年数を示す。

街化を早めているものと思われる。

(2) 建築地の土地利用

建築地27.84 haのうち 1戸建専用住宅，共同住宅の住

宅系建物による建築地が62.4%.事務所・庖舗等に併用

住宅も含めた非住宅系建物による建築地が 37.6%にな

る。

19.4 23.0 28.3 16.2 36.4 40.2 

29.8 35.3 43.4 23.5 52.9 58.4 

(a) 住宅系建物

1戸建専用住宅と共同住宅について，地区区分別に

分布状況をみる。

幹線道路沿いブロック以外のところで 1戸建住宅

の比率が高い。

建築地面積に占める 1戸建専用住宅地面積の比率は

I地区で53.9%. II地区で49.0%となっており，使用
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表 2-4非住宅系建物用途別面積
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での面積比は44.3%と更に高い。 E地区でもその面積

比は35.5%を示している。

I地区と E地区での立地動向に違いがみられる。

これらの建物用途の建築地面積をAブロックと Bプ

ロックとの比較でみると， 1地区では Aプロックが

87.5克， Bブロックが12.5%となっており，幹線道路

沿いに集中している傾向がよく示されている。これに

対して E地区ではAプロックが46.6%，Bプロックが

53.4%となっており，若干Bブロックの比率が高い。

これはE地区が1:地区に比べてより幹線道路沿いに細

長く， Bブロックの奥行きが小さいこと，更に， Bブ

ロックに接して多摩センター駅があり， II地区のBプ

ロックのかなりな部分が幹線道路と多摩センター駅に

狭まれた地区となっていることによっている。

(3) 非建築地の土地利用

民有地面積59.12haのうち非建築地は31.28haで52.9%
に当る。

他の区画整理地区と比較して，駐車場，資材置場

等の土地利用の比率が高い。

先にも述べた，松戸市上本郷第二地区のデーターと

収益開始後の年数の多い I地区が高くなっている。 I
地区， IT地区について， A， Bブロックに分けてみる

と， I-Aが24.2弘 I-Bが29.7%，ll-Aが16.9
%， ll-Bが32.1%となっており，いずれも Bブロッ

ク，即ち幹線道路沿い以外のプロ 'Y!lでの比率が高く

なっている。

共同住宅は建築地のほぼ10%を占める。

共同住宅地面積の建築地面積に対する割合は l地区

で10.5%，II地区で10.6%となっており同じ様な比率

となっている。これをA，Bブロック別にみると， 1 
地区では若干Aブロックに多いが均等になっているの

に対して E地区ではBブロックに集中している。

土地利用現況図からみると， 1地区ではAブロック

にマ γショシ等の比較的大きな共同住宅が立地してお

り， II地区のBプロックには，近接する中央大学等の

学生を対象としたアパ{トの立地が多い。

ら) 非住宅系建物

事務所・庖舗，工場・倉庫，併用住宅について，業

務内容別に細区分し，集計した(表2-4)。

自動車に関連する用途の建物の比率が大きL、。

I地区でもその面積比は39.8%，特に I-A地区内
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比較してみる。上本郷第二地区の土地の使用収益開始

後5年の時点と，本地区の使用収益開始後同じ 5年の

時点を示す I地区の結果とを比較する。民有地面積に

対して，上本郷第二地区が建築地29.8%，農地19.0

%，駐車場・資材置場0.2%，未利用地50.9%，その

他0.2%となっているのに対して，多摩の I地区では

j順次47.8%，13.7%， 10.7%， 27.5%， 0.3%となっ

ている。

本地区の建築地率の高さは先に指摘したが，非建築

地での土地利用でも，駐車場・資材置場による土地利

用の比率の高さが目立つ。

これらの駐車場も，整備されたものではなく，造成

後の状態を駐車場スベースに使っているという形のも

のが多くみられる。

幹線道路沿いプロックは未利用地が少ない。

I地区， II地区各々の非建築地に占める未利用地の

割合は I-Aが21.0%， I-Bが31.7%II-Aが14.5

%， II-Bが41.1%となっており， Bプロックに未利

用地が多く，幹線道路沿いでは未利用地のままとなっ

ている土地が少ないという傾向がみられる。

幹線道路沿いブロックでの農地利用は少ない。

I地区， II地区，各々の非建築地に占める農地利用

の割合をA，Bブロック別にみると， I-Aが10.1%

I-Bが16.8%，II-Aが12.1%，II-Bが18.2%と

なっており， Bブロックの方に多くみられる。

駐車場，資材置場による利用は特に強い傾向はみ

られない。

駐車場・資材置場の非建築地面積に占める割合を，

地区別，プロック別にみると I-Aが10.4%， I-B 

が10.2%，II-Aが6.3%，II-Bが8.0%となってい

る。

2.3市街地形成上の問題点

ここでは前節で得た土地利用現況のデーターを基にし

て，市街地形成上の問題点について，現在の市街化の状

況を土地区画整理事業が想定している，計画人民計画

戸数との関連，土地利用計画との関連から検討する。

尚，ここでは I地区をを取り上げる。

(1) 形成された住宅地の水準

(a) 住宅の現況

表2-5はI地区の現調査時点での 1戸建専用住宅と

共同住宅を取り上げ整理したものでああ。

戸数では共同住宅の方が上まわっている。

1戸建専用住宅の戸数286戸，それに対して共同住

宅は39棟361戸となっており，総戸数647戸のうち共同

住宅の戸数は55.6%となっている。

戸数密度〈ネット〕は lヘクタ{ル当り62.3戸と

なっている。

1戸建専用住宅，共同住宅の敷地となっている合計

建築地面積が10.38haになっており， 647戸のネット戸

数密度は62.3戸/haである。

仮換地指定以降に建築された 1戸建専用住宅の水

準が低い。

1戸建専用住宅を従前からの土地所有者の住宅と思

われる①既存建築物的の住宅とそれ以外の住宅に分

け，更に後者を②売買による土地所有権移転を伴わな

い，したがって従前からの土地所有者か，あるいはそ

の土地所有から相続又は贈与等によって土地を譲り受

けた者の土地に仮換地指定後建てられた住宅と③仮換

地指定以降売買による土地所有権移転のあった土地に

新たに建てられた住宅とに区分し，各々 1戸当りの平

均敷地面積，ネット戸数密度を求めた。 1戸当りの平

均敷地面積をみると，①が478nl/戸，②が341nl/戸，

③が 141nl/戸となっており，仮換地指定以降に建て

られた住宅の水準が低いことがわかる。特に，仮換地

指定以降に宅地分譲，建売分譲による住宅と思われる

土地売買を伴った場合の住宅の水準が極めて低い。

共同住宅については， R. C造と非 R.C造とでは

R.C造の方が1戸当り平均敷地面積が小さくなって

いるがこれは非R.C造が2階建て規模に対してR.C

造では2階建て以上の規模のものがみられることによ

っている。

(b) 土地区画整理事業の計画戸数との比較

多摩土地区画整理事業地区(面積221.5 ha)の計画

居住人口は22，000人，計画戸数は 5，300戸となってい

る。

現在の戸数密度は計画戸数密度をこえている。

計画戸数密度(グロス)を算定すると23.9戸/haと

なる。この数値は独立住宅を想定したものであるわ。

先に求めた現在でのネット戸数密度62.3戸/haはこ

れをはるかに上まわっているが，計画の数字がグロス

で求めたものであり，これをネットに直してみなけれ

ばならない。多摩土地区画整理事業計画書の「土地の

種目別施行前後対象表」より，施行後の宅地面積のう

ち民有地の建築地化可能面積(民有地のうち墓地，寺

地，学校用地等の住宅宅地にならないと思われるもの

を除いた面積)132.6 haに対する戸数密度を求めた。

結果ネットの計画戸数密度は40.0戸/haとなった。こ

れと比較しても現在の戸数密度の方が上まわっている

ことになる。

計画戸数密度を上まわる理由として共同住宅の建

築が大きい。

算定した40.0戸/仰をネットの計画戸数密度とする

と1戸建専用住宅だけを取り上げた場合の現在のネッ

ト戸数密度 (32.5戸/ha)はそれを下まわっていること

になる。これに比べて，共同住宅だけの場合の現在の

ネット戸数密度が228戸/haとなっており，両者が混
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表 2-5住 宅の現状

戸建
① 既存建築物の住宅 92 

て
既外存醐宅物以内i 理事態門 83 

住宅専用 の住 ③同 あり| 111 

A口. 計 286 

仮換地雷頁定以降 I 
土地売なし 蝋 8棟)I 

共
R. C 造 区分所有による | 

もの
31( 2) 

計 139(10) 
同

仮換地費定以降 l 192(25) 
土地売なし

住
あり | 非 R. C 造 同 30) 4) 

宅
計 222(29) 

メ口'- 計 361(39) 

住宅地総計 647 

在した現在の住宅地のネット戸数密度は当然のことな

がら計画戸数密度を大幅に上まわり， 62.3戸/haとな

っている。すなわち，計画における独立住宅地との想

定が現実には大幅にくるって来ていることになる。

尚 1戸建専用住宅の場合，計画密度を下まわって

いる理由は，既存建築物となっている住宅(多くは従

前からの農家)92戸が 1戸当りの平均敷地面積478nf

となっており，このネット戸数密度も20.9戸/haと低

い値いとなり，これによって全体の現在の戸数密度を

下げているからである。現在でも②と③だけのの戸数

密度は44.1戸/haとなっており，計画戸数密度を上ま

わっている。

(2) 用途地域地区指定と土地利用

現在の用途地域指定(図1-3)は土地区画整理事業

地区内の土地利用予測を反映しているものと思われ

る。近隣商業地域となっている街区は永山駅周辺のサ

プセンターに隣接し，商業施設，業務施設の高度利用

を可能にしている。幹線道路沿いの住居地域の街区で

は一定の床面積 (50nf以下〉の作業所，車庫や庖舗事

務所やマンション等の容積300%までの共同住宅など

が建築可能となっている。これ以外の街区では第二種

住居専用地域に指定され，基本的には住宅，併用住宅

共同住宅の住宅系建築物を建てる地域となっている。

住宅以外の建築を規制するという拘束力の点からみる

と第 1種住居専用地域，第2種住居専用地域，住居地域

積 1 戸当り敷地 1 戸数密度
(ha) I 面積(nf/戸) I (戸/ha)

4.40 478 20.9 

2.83 341 29.3 

1. 57 141 70.8 

8.80 308 32.5 

0.41 38.3 261 

0.12 39.5 253 

0.53 38.6 259 

0.92 48.1 208 

0.12 40.6 246 

1.04 47.1 212 

1. 58 43.8 228 

10.38 160 62.3 

近隣商業地域，商業地域BJと順次弱くなっている。した

がって，ここでの幹線道路沿い街区での住居地域指定，

永山駅隣接街区での近隣商業地域指定は住宅以外の建

築を規制するという拘束力をゆるめることによって，

住宅以外の立地を認め，誘導を計るという意図がみら

れる(これらの指定地域での住宅建築も認められてお

りいわば混合的土地利用を容認していることになる〉。

したがって，ここでの検討は，用途地域地区の指定状

況と現実の土地利用との比較から，用途地域地区指定

の意図に沿った土地利用の誘導，純化の実現有無とい

う視点から行う。そのために把握されている土地利用

現況を街区単位(街区は基本的に四方を街路が囲まれ

たものを示す〉で指標化して検討を行った。

(図2-1，2-2， 2-3) 

(a) 住宅地比率

1戸建住宅と共同住宅の建っている建築地の街区面

積に対する比率を住宅地率とした。

住宅地率60%以上の街区は12街区となっており〈新

住事業地区との境にあって街区を形成していない部分

はほとんどがもとの農家の建築地であり，この部分の

住宅地率は 100%になるが，ここではこれを除いてい

る)このうち 1街区は近隣商業地域にあり 5街区が

住居地域にあり，残り 6街区が第2種住居専用地域に

ある。この様に現状では，比較的住宅地として特化し

ている街区が用途地域指定にの違いかかわらず分布し

ている。
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住宅地率60%以下の街区についてみても，用途地域

指定の遠いとの関連はみられない。

(防庖舗・事務所比率

庖舗・事務所建築物の建築地の街区面積に対する比

率を庖舗・事務所比率とした。

これが20%以上となっている12街区は全て住居地域

か近隣商業地域(わずか 1街区)に分布している。第

二種住居専用地域で庖舗・事務所の立地がみられる街

区は4街区にすぎない(いずれも20%未満〉。庖舗・事

務所の立地街区は幹線道路沿いに分布している。

図2-1 住宅比率別街区分布

。田郷此M

O 印刷上回開第未満

。40%且上向田%未満

o 20%且上旬40%未揖

。開20%*瀦
(0%.ま告まなもウ

図2-2 広舗・事務所比率別街区分布

0 50%以上ω

。岨棚上旬間跡調

。田高田上・曲%未満

o 2泡%且上-30%.未満

。10%瓜上・2O!IS，章構

-10%;[1歯
(0%"ま告まない〉

国2-3街区別用途混合状況

(c) 用途混合の状況

。住宅80%目上

- 非住宅80%目上

O住宅叶醐連盟上の齢

O 住宅+1種用越の担合

建物を住宅系と非住宅系(併用住宅も含む〉に分け

各々が街区内の建築地面積の80%以上になったものを

住宅系あるいは非住宅系の用途で純化した街区とみな

し，いずれかが80%に達しない街区で住宅系建物と非

住宅系建物が立地している場合を用途が混合している

とみなした。更に用途混合の場合に非住宅系用途が l

種の場合と 2種以上の場合に分けた。

近隣商業地域は4街区のうち 3街区が住宅系用途で

純化し 1街区が非住宅系用途1種の混合となってい

るにすぎない。これは近隣商業地域にもかかわらず，

住宅系用途で純化する要因としては既存建築物の住宅

が立地していることによっている。

住居地域が指定されている街区のうち非住宅系用途

で純化している街区が4街区で，住宅系用途で純化し

ている街区が6街区ある。用途混合している街区をみ

ると，非住宅系用途2種以上で混合している街区が15

街区になり 1種の混合が5街区となっており，合せて

用途混合街区は20街区になる。

幹線道路沿いの住居地域では，非住宅系で純化して

いる街区が30街区中4街区にすぎず，必ずしも意図通

りの用途の純化が進んでいない。

第2種住居専用地域の街区では，住宅系用途で純化

しているのが24街区，非住宅系用途が混在しているの

が7街区，非住宅系用途で純化しいいるのが2街区と

なっており，比較的住宅系用途で純化しているという

傾向がみられる。

地区全体の傾向としてみると住宅系用途で純化して

いる街区が36街区，非住宅系で純化しているのが6街
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区，非住宅系用途1種で混合しているのが12街区， 2 

種の混合が16街区となっており，住宅系用途での純化

の傾向はみられるが，幹線道路沿いでは用途混合の傾

向がある。

(3) 市街地形式上の問題点

実現されている住宅の戸数密度が計画戸数密度を上ま

わっている，住宅と非住宅系建物の混在した土地利用が

発生しているという市街化状況を指摘した。ここではこ

うした市街化状況を前提して，今後の市街地形成を予測

してみることによって，問題点の検討を行う。

現在の市街化状況を前提として将来予想される住宅戸

数を算定するため次の様な仮定に基づいて 2つのケース

について試算を行った。

①のケ{ス

イ.民有地のピルトアップがほぼ達成された時点を民

有地面積の80~石田が建築地化した時点とした。

ロ.民有地の建築地化可能面積を 132.6ha(多摩土地

区画整理事業地区全体-1地区と E地区)とした。

へ民有地面積 (132.6ha)が80%建築地化した時点

での 1戸建専用住宅，共同住宅と非住宅系建物によ

る建築地比率は現在の建築地における比率と向様に

なるものと仮定した(住宅地面積62.4%，非住宅系

建物建築地37.6%)

ニ.民有地の住宅建築地の面積比率と想定戸数密度を

次の様に仮定した。

1戸建専用住宅のうち既存建築物はもとの農家が

多く，今後も現状の面積，戸数が変わらないものと

した。したがって，本調査で把握した民有地59.1ha

が80%建築化した時点(建築地面積47.3ha)の住宅

地面積比率と戸数密度は次のごとくである。

既存建築物の住宅地面積は15.2%となり (II地

区の既存建築物の住宅地面積は I地区の総1戸建

専用住宅地面積に対する比率と同じものとして求

めた)，戸数密度は20.9戸/加とした。

既存建築物以外の仮換地指定以降建てられた 1

戸建専用住宅，共同住宅の建築による住宅地面積

比率は47.2%となる。この戸数密度を92.8戸/ha

とした叩(1戸建専用住宅の戸数密度は表2-5の

②と③が現在の比率で建築されるものとして44.1

戸/haとし，共同住宅戸数密度も表 2-5の228

戸/haとして求めた〉。

ホ.全民有地面積132.6haのうち，本調査地区が 59.1

haとなっており，残りの73.5haの未造成地区につい

てもイからニまでの仮定が成りたつものとした。

以上の条件から戸数を試算すると，

本調査地区

59. 1 x 80/100 (20.9 x 15. 2/100+92. 8 x 47.2/ 

100) =2，222戸

. 未造成地区

73.5 x 80/100 (20.9 x 15. 2/100+92. 8 X 47.2/ 

100) =2，763戸

合計2，222戸+2，763戸=4，985戸(端数切上げ〕

この試算では計画戸数5，300戸を下まわる結果となっ

Tこ。

窃のケース

①のケースの場合は民有地の建築地に占める非住宅

系建物の建築地蘭積が既存建築物の住宅を除く住宅地

面積より大くなるという土地利用配分を条件設定とし

て行っている。

多摩土地区画整理事業地区周辺の新住事業地区の住

宅建設もほぼ完了に近くなっており，その人口集積に

伴う需要を要因とした，非住宅系建物の立地が①のケ

ースほど今後は進まないとも考えられる。更に未造成

地区では，現状の幹線道路沿いの様な建築地化が再現

されないとも考えられる。

したがって，極端なケースとして②では，本調査地

区の未建築地と未造成地区では，今後，仮に非住宅系

建物の立地がゼロとなる土地利用配分とし，建築地面

積のうち既存建築物の住宅地面積と現在までの非住宅

系建物による建築地面積を除いた全ての建築地面積が

戸数密度92.8戸/haで住宅地化するものとして試算を

行う。

本調査地区

(59. 1 X 80/100-59. 1 X O. 8 X O. 152 -10. 5) X 92. 8 

+152=2，897戸

未造成地区

σ3.5 X 80/100-73.5 X 0.8 X 0.152) X 92.8+ 187 

=4，818戸
合計2，897十4，818=7，715戸

この試算では計画戸数 5， 300 戸の46~百増ということに

なる。

以上の 2つの試算(いずれも併用住宅戸数を除いてお

り，これにその部分が加算されなければならない)は最

小限の予測値と最大限の予測値が求められていると考え

られる。

(a) 計画戸数を下まわる市街地地形成が行われる場合

の問題点

もとの農家の住宅(既存建築物の多く)を除いた新

築の住宅が計画で想定している敷地規模より狭小なも

のが多いこと，共同住宅の建設による戸数密度の上昇

という現状を前提としながらも，計画戸数内に納まっ

ている。

この要因は大きな住宅敷地を使用しているもとの農

家が土地区画整理事業地区に入っていることも 1つで

あるが，新住事業地区での人口集積を需要とする，外
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図3-1 自治体施行郊外地土地区画整理事業における一般的土地利用転換過程

土地利用過程

食産業(郊外レストラン)，自動車販売庖，ガソリンス

タγ ド，飲食庖などの住宅以外の用途の建物が幹線道

路沿いに急速に立地しこの動向が続くものとした結果

である。

すなわち，戸数の上では計画内に納まっているが，

それは土地利用計画上の「ずれJ(石田他， 1982) の

結果である。多摩土地区画整理事業地区内の計画人口

22，000人，計画戸数5，300戸は，250m'規模の敷地面積

を持つ1戸建住宅を想定している〈前節 (1))。これに

対して現状の新築されている住宅，特に宅地分譲，建

売分譲による住宅では平均敷地規模 141m'となってお

り，街区の単位でみれば，狭小過密な住宅地となって

おり，更にこれに加えて木造アパートを中心とする共

同住宅の建築があり，街区単位でみれば計画と 「ず

れ」た住環境の悪い住宅地形成が進んでいる。一方，

住宅以外の建物の立地は，全体を住宅地として想定し

ている計画からみれば土地利用上の「ずれ」であるo

いわば，計画戸数の点、からみれば，狭小高密な住宅地

形成による「ずれ」を土地利用の「ずれJが相殺して

いる結果となっている。

(b) 計画戸数を大幅に上まわる様な市街地形成が行わ

れる場合の問題点。

住宅以外の建物の立地が現状よりも鈍化する場合は

現在，住居地域に指定されている幹線道路沿いにマン
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ション等の共同住宅の立地が促進され，幹線道路沿い

以外の街区での狭小過密住宅地形成と相いまって，全

体的に計画の想定する住宅地より，狭小高密な住宅地

形成が行われ，計画人口，計画戸数上まわる様な「ず

れJがおこることになる。

戸数の計画からの大幅な「ずれ」は，総人口の大幅な

「ずれ」ともなり，例えば就学人口予測をくるわし，

義務教育施設量の計画をくるわし(特に新住事業地区

の小学校を利用していることからも)，いわば住区レ

ベルでの住環境の問題を発生させる。

3. 従前土地所所者の土地運用

3.1調査の方法

(1) 方法

土地区画整理事業地区の土地利用は，宅地として整備

された換地を，その換地として土地を受け取った従前土

地所有者11)が自ら行う，住宅，アパート，駐車場等による

利用か，その従前土地所有者が手放した土地の取得者12)

による住宅建設，広舗建設等による利用である(図3-

1参照〉
ここでは，まず従前土地所有者の土地運用がどの様に

行われているかを検討する。検討の仕方としては従前土

地所有者を仮換地指定時の換地の所有規模別に区分し

て，その区分ごとに，土地の売却，土地利用にみられる
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。)資料

調査資料としては，第2章で用いた仮換地図上の土地

利用現況図と仮換地調書の他，東京都東部区画整理事務

所備え付けの土地登記簿台帳，建築確認図を用いた。

3.2従前土地所有者の土地運用傾向

(1) 土地所有規模別従前土地所有者

(a) 土地所有規模別従前土地所有者の分布

仮換地指定時における従前土地所有者がどれだけの

換地を所有していたかを.AからEまでの 5段階に区

分し集計したものが表3-1である。

1， OOOnl未満の従前土地所有者が過半を占めてい

る。
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傾向を検討した。従前土地所有者のこの様な土地運用

は，外的な土地利用需要の状況，あるいは，従前土地所

有者1人々の生活状況によって様々なケースが予想され

るが本調査では，新住事業地区の人口集積による土地利

用需要が土地区画整理事業地区全体に存在するものと

し，従前土地所有者の土地運用はその土地所有規模によ

って規定されるものと仮定した。

取得者についての調査を行っていないが，従前土地所

有者が売却した土地の土地利用について検討した。仮換

地指定以降売買のあった土地の土地利用と売買が行われ

ていない土地の土地利用とを比較し，取得者と従前土地

所有者の土地利用傾向の違いを検討する。

仮換地時点の土地所有規模別従前土地所有者

B C D E 
250nl以上~ 11000nl以上~ 13000nl以上~I

1OOOnl未満 3000nl未満1 5OOOnl未満[5000nl以上~|

州 34 川 7 (… 6 州 1槌

(19引15 門 9 (56h 川
(100. 0) I . _ (100. 0) I • ~ (100. 0) 噌~ (100.0) I 

I 49 一 一I16 ーへ ~--I 18 一二了二一一千ベ 222 
(36.9) 1 -- (22.1) I _. (7.2) 1 (8. 1)_1 

計

(75.7) 
66 

表 3-1

(24.3) 

(100.0) 

(100.0) 

54 16 

82 

250nl未満

A 

55 

¥¥¥土地所有
¥規模原j

土地売 ¥¥¥I

却の有無 ¥¥l  

無土地売却経験

2 

57 

有

計

" 

(山%

表 3-2 土地所有規模別土地売却状況

¥ B ¥ C ¥ 

l1  1 

l1 4  

12¥  3 

1 11  

122  

l2 1 1 

1 1 

! 

「8 1 3 

116 1 15 

175.4% 1 33.1% I 

|凶 Onl I 609ゲ 1

五地所右手?日

〉は%

11 

計

6 

8 

3 

5 

4 

D 

2 

1 

3 

1 

1 

A 
売却面積

5~10%未満

1O~20% " 

20~30% " 

30~40% " 

40~50% " 

50~60% " 

60~70% " 

70~80% " 

一一一一~一

80~90% " 

1 

13 2 

90~100% " 

100% 

54 9 2 計

24.4% 30.6% 100.0% 平均売却面積比率

836.7nl 173nl 平均売却面積
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250nf未満の従前土地所有者が25.8%， 250nf以上

1，000nf未満の従前土地所有者が37.1%となっており，

合計で62.9%になる。

・5，OOOnf以上の従前土地所有者はこれに比べてわ

ずか8.1%にすぎない。

(同従前土地所有者の土地売却

土地所有規模別に土地売却の有無についても表3-

1に集計している。

土地売却を行っている従前土地所有者が少ない。

従前土地所有者221名のうち 54名 (24.4%)に仮換

地指定以降土地売却の経験があるにすぎない。

・土地所有規模 3，000nfを境に土地売却経験者数に

差がある。

250nf未満の従前土地所有者では土地売却を行って

いるものは57名中 2名にすぎない。これに比べて5，000

d以上の従前土地所有者では18名中72.2%に当る13名

が土地売却を行っている。全体の傾向として， 3，OOOnf 

以上の従前土地所有者に土地売却者が多い。

土地売却の仕方にも 3，OOOnfを境に相違がみられ

る。

全体に土地売却面積の土地所有面積に対する平均の

比率は24.4%となっている。 3，OOOnf未満の従前土地

所有者には所有地をそっくり売却するというケースが

みられる。これに比べて， 3，OOOm2以上の従前土地所

有者の土地売却面積はその所有地に占める割合が少な

くなっており，特に 5，OOOnf以上の従前土地所有者で

は平均して17.4%と小さい。(表3-2参照)

(c) 土地所有規模別従前土地所有者構成の変化

仮換地指定時点と現調査時点の土地所有規模別従前

仮換指定時 現状

13 (5.9) I 0 

A I 57 (25.8) 

62 (28.1) I A 

B I 82 (37.1) 

71(32.I)IB 

c I 48 (21.7) 
51【23.1)I c 

出
A-O I立、売却して所有地がゼロにな勺たものを表す

B→A は、売却して土地所有規模~IJランクが下勺たも白を表す。

日→B ば、土地所有規模に変化がないζとを表す

B→ b は、売却が有るが土地所有規模別ランクが下がらないものを表九

図3-2 土地所有規模別土地所有者の変化

土地所有者の分布がどの様に変化1めしたかを図 3-2

に示す。

全体に土地売却によって，土地所有規模の小さな

従前土地所有者の比率が多くなっている。

現時点は仮換地指定後ほぼ5年を経過している。

3，OOOnf以上の従前土地所有者は全体の 15.3%から

10.8%に縮小し，3，000nf未満の従前土地所有者は84.7

%が89.2%に拡大している(土地売却によってゼロに

なった従前土地所有者も含めている)。

(2) 従前土地所有者の土地利用

(a) 従前土地所有者の土地利用タイプ

従前土地所有者が所有する換地をどの様に利用して

いるかのタイプ区分を行った。

a.建築的土地利用のみを行っている従前土地所有者

現在所有している土地が全て住宅，アパート，庖

舗等の建築物の敷地として利用されている。

b.非建築的土地利用のみを行っている従前土地所有

者，

現在所有している土地が農地，駐車場，資料置場

等に利用されているか，未利用地となっていて，建

築物の敷地利用が行われていない。

C. 建築的，非建築的両方の土地利用を行っている従

前土地所有者。

現在の所有している土地に，建築的土地利用と非

建築的土地利用の両方がみられる。

表 3-3はこの区分に従って，土地所有規模別に集

計したものである。ただし，土地所有規模A，B， C 
のクラスでは土地売却によって所有者がゼ戸になった

従前土地所有者 (A2人， B 8人， C 3人〕があり，

これを除いた従前土地所有者の現在の所有地について

の土地利用である。

1，OOOnf未満の従前土地所有者では建築物の敷地

としてのみ所有地を利用するものが多い。

A， Bクラスでは aタイプの従前土地所有者が60%

以上を占めている。

1，000nf以上の土地所有規模になると，建築的土

地利用，非建築的土地利用の両方を行う従前土地所

有者が多くなる。

C， D， Eクラスの従前土地所有者では，建築的土

地利用と非建築土地利用の両方を行っている従前土地

利用者がほぼ60%からそれ以上を占めている。

地区内非居住者の割合は小さな土地所有規模の者

に多いと思われる。

C， D， Eクラスに建築的土地利用と非建築的土地

利用の両方を行っている従前土地所有者が多い理由の

1っとして，このクラスではもともとの農家が多く地

区内に居住しており，居住用住宅による建築的土地利

用が存在しているからであるものと思われる。一方，
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表 3-3 土地所有規模別，土地利用タイプ別，従前土地所有者の状況

王F遍所JJIJ有規分
土地利用 区 A B C D E 

タイプ区分

a. 36 (65.5) 45 (60.0) 11 (24.4) 3 (18.8) 1 ( 5.6) 

b. 17 (30.9) 21 (28.0) 8 (17.8) 4 (25.0) 2 (11.1) 

c. 2 ( 3.6) 8 (10.7) 26 (57.8) 9 (56.3) 15 (83.3) 

計 55ホ(100.0) 
2人

74本(100.0) 
8人

45本(lo3o人.0) 16(100.0) 18(100.0) 

a. 建築的土地利用のみを行っている土地所有者 ( )は%
b. 非建築的土地利用 " c. 建築的，非建築的両方の土地利用を 11 

* 土地売却によって土地所有がゼロになった土地所有者を除いている

表 3-4 土地所有規模別，土地利用タイプ別建築的土地利用状況

¥¥土地所有規模土地裂
用タイプ区 A B C D E 

土地利用の内五¥¥ a I c I小言十 a I c I小計 a I c I小計 a I c I小計 a I c I小計

自 宅用建物
352 」〈3917M7411l「!仰1IdPTI「の) 16日))司3自3) 

7 1 13 1 20 
(9i"1)) (5.3) (18.9)1 (35.1)1 (54.1) (6.3) 皇自]

経営的建物 2 1 13 2 1 416  2 
(2.6) (3.8)1 (24.5) (5.4)1 (10.8)1 (16.2)， 一 (12.5)

自宅建物+経営的建物 I 7 7 2 1 9 1 11 12 1 12 
一|一(13.2)

一一二旦盟 一 (75.0)(7156.0) 
3612138145 11 1 26 1 37 8 1 53 計
(94.7)1 (5.3): (lJJO.il2L(U. 9) (15. 0: (J 00.j) 

(5.4)((227406..33))j| J (19.1) 

ω(100.0) 
13)115 (6.3): (93.8)1(¥00.0) 

( )は%

表 3-5 土地所有規模別，土地利用タイプ別非建築的土地利用状況

¥¥土地所有規模土地利 A B C D E 
¥¥用タイプ区分

土地利用の内¥容仁¥¥¥-------- b 1 1 c 11小計 b 1 1 c 1i 小計 b 1I c il小計 b 1 | c 11小計 b 1 1 c l1 小計

5 1 1 5 I 6 1 4 1 10 I 2 I 10 I 12 I 1 I 3 I 4 I I 4 I 4 
①農地利用のみ(26.3) 一 旦 凶 主 山 立 山 皇位2U日}旦9.4)[(35.3)U日〕 (23.1)旦日)|一二旦日)旦盟

8181212141  1212 
②都市的利用のみ一一一一一 一一 (23.5))(13.5)) (15.4)) (15.4)) (30.8) 一(11.8))(11.8) 

③農地利用十都市的利用 一一 一一 一 一-1 (5.9)) (5.9)) (7.7)) (23.0) (30.8) ー (47.0 22134  (4817.1)1 1 1 8 

④未利用 12 I 2 I 14 I 15 I 4 I 19 I 6 I 6 I 12 I I 1 I 1 I 2 I 1 I 3 
(63.2) (10.5) (73.T) (51.7) (131) ((16005J.5))| ! (17.6) (17.6) (35.め (7.7) |与00札口)) (111) (5.9) (17.6) 
17 1 2 1 19 1 21 I 8 1 29 1 8 1 26 I 34 I 4 I 9 I 13 I 2 I 15 1 17 

計 (89.5)1(10.5)1000.0)1 (72.4)1 (27.6)1000.0)1 (23.5)j (76~KI 00 0)1 (30.8)W9.2)1(100.0)1 (11. 8)i(88.2)1(1000〉

A， Bクラスでは aタイプの従前土地所有者が多いの

と同時にbタイプの従前土地所有者の比率も他の土地

所有規模別クラスに比べて相対的に高い。このA，B 

Fラスの従前土地所有者には地区外に居住する従前土

地所有者が比較的多いからであろう。

(b) 土地所有規模別従前土地所有者の建築的土地利用

ここでは建築的土地利用の分類は建物用途別に行う

のではなく，次の分類とした。

( )は%

① 自宅用建物土地利用従前土地所有者

1戸建専用住宅 1戸建併用住宅による土地利用の

場合には従前土地所有者の自己の居住用の建物とみな

した1針。

② 経営的建物土地利用従前土地所有者

1戸建専用，併用住宅以外の全ての建物によって土

地利用されている場合をこの分類とした。アパ{ト，

貸事務所等の様に従前土地所有者が建築をし，そこか
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ら賃収入を得るというケースを想定し経営的建物とし

た。

③ 自宅用建物+経営的建物土地利用従前土地所有者

以上の分類に従って，土地所有規模別，土地利用タ

イプ別に集計したものが表3-4である。

250m'未満の従前土地所有者の建築的土地利用は

ほぼ自宅用建物によっている。

250m'以上l，OOOm'未満の従前土地所有者では，経

営的建物による敷地利用だけを行っているものの比

率も比較的高い。

このクラスの従前土地所有者は基本的には 250m'未

満との場合と同じ様に自宅用建物利用者が多いが，所

有地全てを経営的建物で土地利用している従前土地所

有者が20.8%となっており，他のクラスと比べた場合

に比較的多い。これは地区内非居住従前土地所有者に

よる建築的土地利用と思われる。

3，OOOm2以上の従前土地所有者は多様な土地利用

を行っている。

Dクラスでは，建築的土地利用と非建築的土地利用

の両方を行い，かっ自宅用建物と経営的建物の両方で

建築的土地利用している従前土地所有者が66.7%とな

っている。 Eクラスでは更にこの比率は高くなり，

75.0%となっている。

(c) 土地所有規模別従前土地所有者の非建築的土地利

用

非建築的土地利用については実態調査で農地，駐車

場，資材置場，未利用地に分けて把握されている。こ

れを次の様に分類した。

① 農地利用従前土地所有者

農地利用のみを行っているか，農地利用の他未利用

地となっている

② 都市的利用従前土地所有者

駐車場，資材置場等の土地利用のみを行っているか

都市的利用の他末利用地となっている。

③ 農地利用+都市的利用従前土地所有者

農地利用と都市的利用両方を行っているか，この他

大規模

は未利用地となっている。 零細

④ 未利用地従前土地所有者

農地利用，都市的利用いずれも行っていない。

この分類に従って土地所有規模別，土地利用タイプ

別に集計したものが表3-5である。

250m'未満の従前土地所有者で非建築的土地利用

している者は地区内非居住従前土地所有者で未利用

地のまま土地所有している。

Aクラスの非建築的従前土地利用者19人のうち建築

的土地利用を全く行っていない，未利用地だけの従前

土地所有者が12名おり63.2%になっている。 Bクラス

でもこれが51.7%となっており， Aクラスと同様な傾

自宅建物

「本i1(4930ol 65)1:)) 
.，.，~-ト4L.木造 (8300・"8.1%) 

ガゾ唱ンスタン1'(877 "'I1"H引

自動車阪発腐 ( 1469 OK l fi.2~脳}

11-... (21ω"'27.7勿〉

~ø""住宅‘'‘

. ，. 

.市的利周

象利用

費宅建働

F 本通量 (476.3"'24.0影〉
ァ，~-. ~ 

LO木造 (819.0"'29.5勉〉

その他非住宅建築

.市的利用

未利用

自宅建物

ァ，~- ~ ホ傘 (450.8"'259匂】

a・.・発信【5611ol574集う

その他非住宅.策

良地

未利 m

自宅建物j

7" トー木造 (29 1.0"'1000~)

-地

!.L一一一一一一一一-I来初沼
疲 平均売却薗績と所有他面8・"占め，割合を表わす.

() キZ量均利m商慣と所4宅地面慎に占める割合を表むすa

図3-3 従前土地所有者の土地運用
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向にあるといえる。

駐車場，資材置場等の都市的利用は l，OOOni'以上
の従前土地所有者からみられる。

都市的利用を行っている者(②と③に該当するもの)

はCクラスにおいて29.4%に当り， D， Eクラスでは

その比率は大きくなる (Dで61.6%， Eで58.9%)。

非建築的土地利用についても土地所有規模の大き

い従前土地所有者程多種な土地利用を行うという傾

向がみられる O

③に該当する従前土地所有者についてみるとDクラ

スでは30.8%が， Eクラスでは47.1%となっている。

(3) 土地所有規模別従前土地所有者の土地運用傾向

これまでの検討を基に土地所有規模別従前土地所有者

の土地運用のフロ{を図化すると図 3-3のごとくにな

る。

この図は仮換地指定後5年時点のものであり，今

後経年と共に変化する。

・左には仮換地指定時の土地所有規模別従前土地所

有者数を表わす。これまでのA~E の 5 段階クラス

区分を土地運用傾向から欠の 4区分に従前土地所有

者を類型した。零細従前土地所有者 (250ni'未満〉小

規模従前土地所有者 (250ni'以上1，000ni'未満)中規

模従前土地所有者(1， OOOni'以上~3， 000ni'未満)大

規模従前土地所有者 (3，∞Oni'以上〕。

右は土地利用区分で，住宅系建物による土地利用

非住宅系建物による土地利用，非建築的土地利用に

グルーピングしている。

この左と右を該当する従前土地所有者数で結び量

的な推移を表現した。

第4章で明らかになった範囲で各建物による土地

利用について，平均敷地利用面積と総敷地利用面積

のその土地利用を行っている従前土地所有者の総土

地所有面積に対する比率を示した。

土地売却については，土地売却経験者数と，平均

売却面積，総売却面積の売却を行った土地所有者の

総土地所有面積に対する比率を示した。

これによると次の様な従前土地所有者の土地運用にお

ける特徴が指摘される。

①零細従前土地所有者の所有地は，自宅用建築地

か，その予定地とみることができる。

現在建築地を利用している場合は自宅用建物によ

っている(既存建築物である場合か，仮換地指定後

の建築による〉。建築地として利用していない場合

には未利用地のままとなっており，土地売却してい

るケースが少ないことから，いずれ自宅用建物を建

てる予定地とみることができる。

② 小規模土地所有者から経営的建物による土地利用

者がみられる。

自宅用建物で土地利用する従前土地所有者も多

く，零細従前土地所有者と同じ様な傾向を持つが，

アパート，庖舗，事務所等の経営的建物による利用

者がみられる様になる。土地売却については，その

数は多くはないが，所有地の一部を売却し，残地を

利用するという土地運用があらわれる。

③ 駐車場等の都市的利用(非建築地的土地利用〕は

中規模従前土地所有者からみられる。

小規模従前土地所有者に比べて，非建築的土地利

用を行っている従前土地所有者が多くなる。そのな

かで駐車場や資材置場等による都市的利用(農地利

用に対比した用語〕がみられる様になる。このクラ

スではまだ自宅用建物による土地利用，経営的建物

による土地利用，あるいは非建築的土地利用だけを

行っている土地所有者も多く，数種の土地利用を複

合して行っている従前土地所有者は少い。

④ 大規模従前土地所有者になると複合した土地利用

を行っている。

大規模従前土地所有者の大部分は地区内に居住し

ている旧農家である。自宅用建物やアパート，ガソ

リンスタンド，外食産業，貸事務所，貸庖舗等の経

営的建物や，駐車場，資材置場などの都市的利用，

更に農地，未利用地といった多様な土地利用を複合

的に行っていることがわかる。

⑤ これまでの多摩土地区画整理事業地区の市街地形

成は大規模従前土地所有者の土地運用にかかってい

るところが大きい。

仮換地指定以降の従前土地所有者から土地売却さ

れた総面積の約70%を大規模従前土地所有者の売却

面積が占め，これらが建築地化に結びついている。

更に白らの土地利用でも，本地区の土地利用上の特

徴である幹線道路沿いの自動車関連建物による土地

利用を支配しているばかりでなく，アパートの建築

でほぼ半数を占めている。

⑥ 以上の検討から土地区画整理事業地区における従

前土地所有者の土地運用に明らかに相異があり，そ

の土地運用の仕方が事業地区の土地利用を大きく左

右していることが明らかになった。

3.3従前土地所有者売却地の土地利用

仮換地指定以降従前土地所有者が土地売却した面積は

約 5haとなっている。この売却地と売却されていない土

地(従前土地所有者が保持している土地〉との土地利用

の比較を行い，売却地の土地利用上の特徴を明らかにす

る。

検討の方法として仮換地指定された換地を基礎にデー

タ{の整理を行った。分析の対象とした総換地数は 909

筆である。(仮換地指定時点の換地806筆，分筆によって
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ハ既の内存建物
66 2 68 1 1 2 2 3 74 

(55.5) (1. 7〉 (57.1) (8.3) (8.3) (33.3) (33.3) (100.0) (51. 0) 

ハ既の存内建物以外
46 17 63 1 1 12 1 13 8 85 

B 
(30.5) (11.3) (41. 7) (4.8) (4.8) (50.0) (4.2) (54.2) (72.7) (38.3) 

ハ既の内存建物
117 2 119 1 11 12 2 3 5 4 2 6 3 145 

(98.3) (1. 7) (100.0) 〈8.3) (91. 7) (100.0) (40.0) 〈60.0〉(100.0) (6619 .7〉i翌.3)(100.0) (100.0) (100.0) 
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ハ既の存内建物以外
(75.5) (24.5) (100.0) (46.7) (53.3) (100.0) (52.4) (28.6) (19.0) (100.0) (79.2) (20.8) (100.0) (100.0) (100.0) 

〉は%

l ふじ1f4ぽJふじJj7〕i(273ぱ計A-
日



波多野他:多摩ニユ{タウン土地区画整理事業地区の市街地形成に関する調査 79 

表 3-7 非建築的土地利用用途別換地数

屯:fT農 地 駐車場 資 材 置 場 他 IT 

ロ

ーー

1為
日

I-A 

I-B 

小計

I-A 

I-B 

小計

計

2 
(0.5) 

2 
(0.5) 
40 
(9. 7) 
60 
(14.6) 
100 
(24.3) 
102 
(24.8) 

4 
(1. 0) 

4 
(1. 0) 
36 
(8.7) 
25 
(6.1) 
61 
(14.8) 
65 
(15.8) 

増加した換地103筆であり， 806筆のうち分筆があったも

のは63筆である。

(1) 土地売買による土地所有権移転の有無と換地のタイ

プ区分

土地所有権の移転には売買によるものの他，相続，贈

与等があるが，相続，贈与の場合は従前土地所有者との

親族関係間で行われるものが多く，従前土地所有者の土

地手放しという意味で明らかに性格を異にしており，こ

こでは売買による土地所有権だけを問題にする。したが

って，換地を次のタイプに区分した。

イ 仮換地指定以降に土地の売買があり，かつ建物が

立っているもの

ロ 仮換地指定以降に土地の売買があり，かつ建物が

立っていないもの

ハ 仮換地指定以降に土地の売買はなく，かつ建物が

立っているもの

ニ 仮換地指定以後に土地の売買がなく，かっ建物が

立っていないもの

この換地のタイプa区分別に建物の用途分類に従って，

換地を集計したものが表3-6であり，換地タイプ区分

別に非建築的土地利用分類にしたがって集計したものが

表3-7である。表3-6は建築地利用されている換地

を従前土地所有者が土地手放ししたものとω，従前土地

所有者が持っている土地けに分けたものであり，表3-

7は非建築的土地利用の換地を同じ様に区分したもので

ある(ロとニ〉。集計は大きな換地の一部を建築地利用，

あるいは非建築的土地利用している場合も，数換地を1

つの建築地利用あるいは非建築的土地利用をしている場

合も換地の数を件数として集計した。

(2) 土地手放しされた場合の土地利用の特徴

9 
(2.2) 
9 
(2.2) 
9 
(2.2) 

4 
(1. 0) 
25 
(6.1) 
29 
(7.0) 
80 
(19.4) 
唱句2
(29.6) 
202 
(49.0) 
231 
(56. 1) 

10 
(2.4) 
25 
(6. 1) 
35 
(8.5) 

156 
(37.9) 

5 221 
(1. 2) (53.6) 
5 377 
(1. 2) (91. 5) 
5 412 
(1.2) I (100.0) 

( )は%

表 3-6と表3ー 7からみられる，従前土地所有者が

手放した土地(換地〉の土地利用にみられる特徴を従前

土地所有者が自らの土地(換地〉で行う土地利用と対比

させながら指摘する。

建築地利用されている総換地数に対して従前土地

所有者の換地数が73.8%を占めており，取得者の換

地は比較的少ない。

土地手放しされた換地の方が建築地利用されてい

る。従前土地所有者の換地の建築地利用されている

換地と非建築的土地利用の換地の割合はほぼ半々で

あるが，土地手放しされた換地のうち建築地利用さ

れている換地は78.8%を占めている。特に幹線道路

沿いの街区にある土地手放しされた換地の85日3%が

建築地利用されており，この傾向が強い。

又，土地手放しされた換地の非建築的土地利用換

地は全非建築的土地利用換地の 0.9%にすぎない。

1戸建専用住宅の換地では従前土地所有者の換地

が74.3%を占めているが，この半分が既存建築物の

住宅である。したがって仮換地指定以後に 1戸建住

宅新築された換地の内土地手放しされた換地の比率

は41.2%と相対的に高い。

1戸建住宅がたつている土地手放しされた換地は

幹線道路沿い以外の街区に多く，従前土地所有者の

1戸建住宅の換地が幹線道路沿い街区にも多い(51.5 

%)のと対象的である。これは土地手放しを伴って

建築された 1戸建住宅は換地を再分筆して，宅地分

譲，建売分譲されたものが多く，幹線道路沿い街区

以外でこれが行われていることによっている。

共同住宅の換地は従前土地所有者の換地に多く，

従前土地所有者のアパート経営である。

・非住宅系建物の建つ土地手放しされた換地の94.9

%は幹線道路沿い街区の換地である。幹線道路沿い
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土地利用形状
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敷地利用単位の平均面積は751m"であるが，売買

による土地所有権移転がある場合は従前土地所有者

の場合より小さく，前者の場合の平均敷地利用面積

は625m"(後者の場合は877m")となっている。

従前土地所有者のガソリンスタンドによる利用面

積のその所有土地面積に対する比率は，平均で11.7

Zとなっている。

ガソリンスタンドに利用されている換地は 2筆

3筆を合せて利用されており，幹線道路と区画街路

の2方向に面する敷地形状となっている。

従前土地所有者のガソリンスタンドは，土地所有

者で司ある農家の転業にあたっての「生活再建手段」

の典型といえよう。

ら) 自動寧販売広

9のケースの内，売買による土地所有権移転があ

るのが5ケース，売買による土地所有権移転がなく

従前土地所有者の土地利用のケースは4となってい

る。前者はいずれも法人の取得者が建物を立て，利

用している。後者の 4ケースのうち 2ケースが土地

所有者と利用者が分離しており，他の 2ケースは建

築確認をとらない仮設的建物となっており，土地所

有者と利用者の関係が明らかでない，いずれにしろ

従前土地所有者が土地を自動車販売庖に貸している

ものと思われる(借地契約等についての調査を行っ

ていない〉。

売買による土地所有権移転によって土地手放しを

行ったもとの従前土地所有者も，自動車販売庖によ

る土地利用を自ら行っている従前土地所有者もほぼ

大規模従前土地所有者となっている。

一.-ー利用界

の立地条件が土地売買の需要を生みだしている。

従前土地所有者の非住宅系建物の換地も幹線道路

沿い街区に多く，土地手放しされた換地の1.8倍と

なっている。幹線道路沿いの立地条件は従前土地所

有者の土地利用条件にもなっている。

典型的建物用途にみる土地利用形態

本地区にみられる典型的用途の建物を対象にして，

「だれがJ ['どの様な形で」土地利用しているか，その

形態を検討する。

4. 

(1) 幹線道路沿いにおける典型的建物

非住宅系の建物の立地が多い幹線道路沿いでも，特に

新住事業地区での人口集積による需要や道路条件を生か

して広域的需要を背景に立地している，ガソリンスタン

ド，自動車販売庖，駐車場を設備したいわゆる「外食産

業」といわれる郊外地レストランを取り上げた。

(a) ガソリンスタンド

6つのケースを売買による土地所有権の有無につ

いてみると，売買による土地所有権移転有と無とで

は半々になっている。前者はいずれも法人の取得者

が建物を立て経営しており，後者はいずれも従前土

地所有者(相続の場合も含めて〉が建物を建て経営

している。

従前土地所有者を 3章図3-3の区分にもとずい

てみると，売買による土地所有権移転がある場合の

土地手放しを行った従前土地所有者も，土地所有権

移転がない場合の従前土地所有者も，いずれも大規

模従前土地所有者である。



波多野他:多摩ニュータウン土地区画整連事業地区の市街地形成に関する調査 81 

表4-2 自動車販売

議 3瓦の 所有記憶に大現胡面積
M・. 畿地盈土地所有権移転タイプ建物 土地所有者対する利用

所有者 (M') 訴有者 利用者 区分 の比尋(%)

1 世人 1.815 3 →相韓→売買

2 法人 1.402 →売買→売買

3 法人 330 2 →相睦→売買

4 法人 330 1 →売買

5 法 人 890 a →売買→売買

6 個 人 2.134 4 な L

7 個人 616 1 →相輯

8 個人 560 1 なし

9 個人 9961 なし

。
。
。
。
。
x 

x 

→ 大

l¥ 
→ 大

→ ，)、

→ 中

→ 大

→ 大

→ 大

小

式

ゑ 1 恒換地li1定以降ω移転

業2. @土地所有者と間一

O 土地帰有者と同姓

x 土地所有者と相異

議a-骨建物町昔者と同一

X 匝物所有者と制異

&1 

2QO 

51.4 

21.9 

平均の敷地利用単位は 1，081.4nlと大きいが，な

かには330nlのケースもあり，利用面積にパラツキ

がある。

売買による土地所有権移転がない場合の従前土地

所有者の自動車販売庖による利用土地面積がその所

有土地面積に占める割合もバラツキがある。小規模

従前土地所有者の場合には57.4%にもなり，大規模

従前土地所有者では2，734m2を敷地利用していても，

6.7%にしか達しないものもある。

敷地面積が l，OOOnl当りの規模の場合には 4筆

の換地が合せて利用され，幹線道路からも区画街路

からもナクセスできる様な敷地形状となっている。

従前土地所有者の所有地を利用した自動車販売庖

は土地利用が「粗放的」であり，いわば幹線道路沿

いの立地条件を生かした駐車場利用に代る「当面の

土地保有手段」という印象である。

(c) 外食産業

6つのケートの内，売買による土地所有権移転が

あるのは 1例のみである。しかしその場合も他のケ

{スと同じ様に土地所有者が建物所有者でもあり，

利用者が外食産業という形となっている。この外食

産業の特徴は建物の設計，施行まで外食産業側が

行い，その上で賃借料を外食産業が土地所有者に支

払う仕組みとなっているところにある。

売買による土地所有権移転があったケースでは土

地を手放した従前土地所有者が小規模従前土地所有

者と中規模従前土地所有者であった以外はすべてが

大規模従前土地所有者の土地利用である。そのなか

には1人で2ヶ所を所有している大規模従前土地所

有者もいる。

日
ζエ(9)

口
ζ). (6) 

ー換地問l用界 O幹韓道的アクセス

一.-利用再

平均の敷地利用単位は l，649.8nlで，いずれのケ

{スも比較的似た様な面積で利用している。

従前土地所有者自らの土地利用のケースでは，そ

の敷地利用面積のその所有土地面積に占める割合は

(1人で2ヶ所で利用している場合は2ケ所の敷地

利用問積のその所有土地面積に対する割合とした〉

23%から33%程度に分布し平均で26.8%の値となっ

ている。

ここでも大きな敷地面積が要求されることから，

3， 4筆の換地を合せて利用しており，幹線道路と

区画街路の両方からアクセスできる敷地形状にして

いる。

外食産業は大規模従前土地所有者の立地条件を生

かしたアパート経営に類する「土地手放しをしない

で土地の有効利用を期待した手段」といえよう。

(2) 住宅による建築地利用

第1章の表2-5によれば仮換地指定以降新たに建築

された住宅のうち 1戸建専用住宅が 194戸，共同住宅が

39棟361戸(このうちマンションが2棟31戸〕となって

いる。住宅地形成を予想する上で，これらの住宅が今後

どの様に推移するかが問題となり，その意味で実態を分

析しておくことが必姿である。

(a) 1戸建専用住宅

195戸のうち，仮換地指定以降土地売買を伴って建

築されたものが 111戸で，土地売買が伴わず従前土地

所有者(相続者も含む〉が建築したものと推定される

ものが83戸である。表2-5でみると前者の場合の 1

戸当りの平均敷地面積は 141nlで後者の場合が1戸当

りの平均敷地面積は341nlとなっている。したがって
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一戸建専用住宅表4-4

ーーー換地界

一・・・分 筆 車庫

~他用制利用

難土地所有者融

( )は換地盤

〈注:利用の上で散画維となり.土地所有が共

有'jf!曹のものは画地散を分筆とした】 l

d 1筆の換地がそのまま売買され，そのまま敷地と

して建築化しているもの。

に区分した。又，土地売買過程について，イ.不動産

業者が介入している場合，ロ.介入していない場合に

分けた。

不動産業者が介入した場合の住宅の水準が低い。

敷地規模150m"未満の住宅84戸のうち95.2%がイに

該当し.150m2以上の住宅の場合にはイに該当するも

のは18戸のうち18.5%にすぎない。

不動産業者の介入は換地の分筆による細分化伴う

今後の住宅地形成におよぼす影響の大きいと思われる

111戸について分析を行うこととした。

111戸を次の様な分類によって集計した。(表4-4)

換地と住宅敷地との関係を

a 1筆の換地が敷地に分筆され，全てが売買され，

建築しているもの。

b 1筆の換地が敷地に分筆され，全てが売買され，

その一部が建築化しているもの。

c 1筆の換地が敷地に分筆され，その一部が売買さ

れ，建築化しているもの。
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敷地規模 150nf未満の住宅のうち不動産業者が介入

した場合の90%が換地の分筆を伴っており，敷地規模

150nf以上の住宅と合せた場合でも不動産業者が介入

した場合は90.6%の換地が分筆を伴っている。

従前土地所有者が直接土地売却する場合，住宅の

敷地規模は比較的大きい。

敷地規模 150nf以上の住宅27戸の81.5%がロに該当

している。又，ロに該当する全住宅26戸のうち敷地規

模150nf未満のものは4戸にすぎない。

従前土地所有者が住宅地を売却する場合は不動産業

者が介入する場合に比べて，換地がそのまま住宅敷地

になるケースが比較的多く，分筆する場合にも大きな

画地にしている傾向がみられる。

住宅地になった土地の手放は大規模従前土地所有

者に多い。

この 1戸建専用住宅になった土地を売却した従前土

地所有者は28人おり，そのうちの35.7%が大規模従前

土地所有者であるが，大規模従前土地所有者が売却し

た換地数の土地売却行為のあった全換地数 (49)に対

する割合は53.1%となり，更に住宅戸数 111戸に対す

る大規模従前土地所有者が売却した換地に立つ住宅戸

数の比率は63.1%になっている。

(b) 土地所有者の経営する共同住宅

共同住宅39棟361戸のうち，いわゆるマンション(土

地所有が区分所有となっているもの)は2棟31戸，土

地売買を伴っているもの 4棟30戸となっており，それ

らを除く 33棟300戸が従前土地所有者の経営する共同

住宅〈アパート)である。(以下表4ー 5参照)

木造のアパートが多い。

アパ{ト経営する従前土地所有者は25人おり，木造

と非木造 (R.C造)に分けると木造の方が20人となっ

ている(木造と非木造とを建てている従前土地所有者

表4-5 従前土地所有者が経営する共同住宅

土よト
経営視模 立地位置

強zp平Y-Jl轍平時
Aプロ ';1IBプロッ
ク タ

零細 1̂1 291" 1 棟 4 p o .. 1 機 100.0 % 
木

小姐樟 6 J 450.8 1 7 4 2 2'9 

61476.3 1.5 97 4 5 24.0 

71493.0 1.4 11.4 8 1 .5 
造

計 201462.2 1.3 96 16 9 104 

零細 O
ヨド

小規槙 O 

木 中視線 1 f 819.0 2 18 。 2 29.5 

大規揖 4 I 8300 1.5 225 3 3 8.1 
造

1.6 21.6 3 5 9.5 

はいなしつ。

アパート経営する従前土地所有者は中規模以上の

土地所有者が多い。

中規模従前土地所有者と大規模従前土地所有者の合

計した数は17人となり，アパート経営する従前土地所

有者の72.0%に当る。このなかで非木造(R.C.造等〉

のアパートを経営する従前土地所有者には，小規模従

前土地所有者，零細従前土地所有者はみられない。

大規模従前土地所有者程アパ{ト経営の規模は大

きい。

木造の場合には大規模従前土地所有者はほぼ2人に

1人が2棟のアパートを建てている。経営戸数は11.4

戸で全体の平均戸数9.6戸を上回っている。平均敷地

利用面積でも大規模従前土地所有者の経営するものは

平均493nfで全体の平均462.0nfよりやや大きし、。

しかし大規模従前土地所有者ではアパート建築敷

地利用面積のその所有土地面積に占める割合は小さ

L 、。

全体の平均が13.4%なのに対して大規模従前土地所

有者の場合は6.5%にすぎない。

アパートの立地は幹線道路沿いにもみられる。

Aブロックに立地するものが19棟でBブロックに立

地するものカ~14棟となっており，住環境として良好と

はいえない幹線道路沿いプロックにも多くみられる。

(c) マンション

調査時点では2棟が建っている。それをみると，従

前土地所有者の売却した土地にマンション業者が建築

して，分譲したものと，もともと法人所有地であった

ものとが 1棟づつになっている。いずれも，容積率，

高さ制限等の建築規制の点で有利な幹線道路沿いブロ

ックに立地している。
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*仮換地指定以降の移動

住宅を建てているケースではマンショシ建設を除くと幹

線道路沿い外に多く，その点で立地が限定されている傾

向がみられる。したがって幹線道路沿いでの用途混合の

要因の多くは，既存建築物をその用途にかかわらず，原

位置換地するという，区画整理の換地設計の硬直性1めに

よっているといえよう。

③ 住宅地として狭小高密化が進みつつある。現在建っ

ている 1戸建専用住宅の平均敷地面積は敷地規模の大き

い旧農家の住宅の存在によってを大きくなっている。し

かし，区画整理後新築された 1戸建専用住宅，特に従前

土地所有者がまとまった土地を手放し，それを取得した

不動産業者が行う宅地分譲，建売分譲では住宅敷地規模

は狭小なものとなっている。更に従前土地所有者が経営

するアパート等の共同住宅が建てられ，旧農家住宅を除

くと，ほぼ戸数密度〈ネット)90戸/ha程度ので住宅地

形成で進んでおり，区画整理の計画が想定した計画戸数

密度からはるかに逸脱した住宅地形成となっている。

④従前土地所有者の区画整理後の土地運用にはその土

地所有規模によって一定の傾向があることがわかった。

そのなかでも，現在の土地利用状況は大規模従前土地所

有者の土地運用との関連が大きし、。住宅以外の多様な用

途の建築地や宅地分譲地，建売分譲地となった区画整理

後従前土地所有者が手放した土地の大部分が大規模従前

土地所有者の土地である。又，幹線道路沿いで従前土地

所有者が行っている建築地利用もほとんど大規模従前土

地所有者の土地に限られている。

⑤ 以上の様ないくつかの特徴をもとに，今後の市街地

形成の推移を検討しながら，市街地形成上の問題点をあ

げる。

多摩土地区画整理事業の計画人口22，000人，計画戸数

5，300戸はほぼ1戸当り敷地面積250nlの独立住宅地形成

を想定したものとみることができる。これを多摩土地区

画整理事業地区の計爾目標とするなら16〉，現実において

も，今後の予測においても，いくつかの計画からの「ず

れJの問題が起る。

イ.区画整理後建築された住宅は 1戸当り平均敷地面積

においても，戸数密度(ネット〉においてもはるかに

計画を逸脱している。

まとめ

本調査では，多摩ニュータウンの土地区画整理事業地

区内で市街化が一定程度進んでいる多摩土地区画整理事

業地区を対象に，土地利用，特に建築地化した部分での

土地利用を中心に現況を把握し，どの様な市街地形成が

されつつあるかを検討した。そしてこの市街地形成と従

前土地所有者の土地運用との関連や，典型地を取り上げ

て土地利用形態を検討し，市街地形成の要因について分

析を行った。これまでの検討で得られた，多摩土地区画

整理事業地区での土地利用にみられる特徴と計画的住宅

地形成という多摩ニュータウン計画の目標からみた市街

地形成上の問題点を簡単に整理し，あわせて今後の対策

について若干の提案を行う。

① 全体に市街化が早く進んでおり，民有地のビルトア

ップ率はほぼ50%になっている。この要因は土地区画整

理事業地区が，新住事業地区から除かれた旧集落を中心

とした平地部に限定され，当然に敷地規模の大きい!日農

家の住宅地面積の比率が高くなっていることにもよって

いるが，更に大きな要因は，新住事業地区にすでに大き

な人口集積があり，この人口集積が新住事業地区に立地

できない住宅以外の多様な用途の建築物の立地需要を土

地区画整理事業地区に生みだしたことによっている。特

に，用途，容積，建ベイ率等の点で規制lのゆるい用途地域

が指定されている幹線道路沿いに立地し，ピルトアップ

率を高めている。旧農家の既存建築物の存在，新住事業

地区での人口集積の存在はし、ずれも多摩ニュータウン計

画区域の土区区画整理事業地区の特徴である。

② 住宅以外の多様な用途の建築物の立地，そのなかで、

も，ガソリンスタンド，自動車販売底，外食産業等の自

動車に関連した建物が幹線道路沿いに立地してL、る。住

宅以外の用途の建物が幹線道路沿いに集中して立地する

という一定の土地利用動向がみられる一方，そのなかで

街区を取り上げると，住宅と住宅以外の建物の混在が進

み，日照，通風，騒音等の点で住環境として望ましくな

い市街化形態がみられる。この幹線道路沿いに立地する

住宅は，従前土地所有者の既存建築物か，従前土地所有

者の建てるアパ{トが多く，区画整理後土地を購入して
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ロ.規制のゆるい用途地域指定の幹線道路沿いでの住宅

以外の土地利用の集中は当然予想されたことである

が，土地区画整理の計画の独立住宅地形成という目標

からみれば，土地利用配分上の「ずれ」である。

ハ.市街化過程における土地利用配分，各用途における

容積率(密度)の点で現在の状況のまま今後も推移す

ると想定した場合，市街地形成がほぼ完了した時点で

の戸数の予測は計画戸数内に納まる。しかし， これ

は，狭小高密な住宅地部分における計画戸数密度から

の「ずれ」と土地利用配分上の「ずれ」との双方が重

複し，相殺した結果である。

ニ.新住事業地区での人口集積がほぼ終了(多摩土地区

画整理事業地区周辺の新住事業地区)し，現状の土地

利用傾向が頭打ちになり，今後の市街化部分における

土地利用配分の上で非住宅系建物による建築地利用の

量的配分が現状程見込まれない場合も充分想定され

る。その場合には幹線道路沿いに高容積のマンション

等の共同住宅が立地するなど，土地利用配分上，狭小

高密な住宅地部分が増大することも考えられ，この場

合には計画戸数を上まわることになる。

これらの計画からの「ずれ」の問題を簡単にまとめる

と 1つは土地区画整理事業計画段階での人口計画，戸

数計画にみられる独立住宅地としての計画自体が現実と

采離している問題である。民有地全体が標準画地規模

250nfで住宅地化するという想定は建築される住宅が全

て敷地規模250nfで実現され，土地利用配分の商でも民

有地の大部分が住宅地化されるという点で現実性と乗離

しており，土地区画整理事業の計画自体に「ずれ」の要

因が内在している。 2つは，用途地域指定にみられる土

地利用配分上の問題である。独立住宅地形成という計画

目標に対してその唯一の土地利用計画手法である用途地

域の指定状況から幹線道路沿いに住宅地以外の土地利用

を配分するとL、う意図がみられ，いわば計画目標に対す

る土地利用計画上の現実的修正が行われいる。しかし，

土地区画整理の街区形状等の点ですで、に条件つ寺けられて

おり，土地利用配分修正自体が困難な条件を持ってい

る。更に用途地域指定自体が土地利用を計画通りに規制

.コントローノレするという拘束力を備えていない。その

上，幹線道路沿いの用途，容積の点で大幅に緩和し，一

般住宅地でも第2種住居専用地域に指定するなど，用途

混合や狭小高密な市街化を容認するといった，問題もあ

る。 3つは，街区レベルでの「ずれ」の発生に対する計

画的規制l手段の欠如の問題である。土地区画整理の計画

段階で内在した「ずれJをを用途地域指定段階での土地

配分上の修正によって計画戸数からの「ずれ」を相殺し

ているとL、う結果となっているが，街区レベルでの居住

環境の悪化をもたらす「ずれJ は進行している。 これ

は，画地の規模，形状，建物の形式，用途等に関して，

これを計画的に規制とするという手段が取られていない

ことによってし、る。

⑥ 多摩ニュータウン土地区画整理事業地区で計画的市

街地形成を実現する対策について若干の提案を行う。

道路，公園等の公共施設配置計画，街区計画，換地計

画といった土地区画整理事業レベルでの計画はすでに決

定され，実現化されつつある現状では，この段階にもど

っての修正は不可能である。したがって，残された対策

としては，土地区画整理事業で与えられる，街区形状，

換地状況等を条件とした，現実的は土地利用計画の策定

と，その土地利用計画を実現する計画的規制j手法の適用

による，市街地形成の計画化である。この様な対策を，

これから周辺の新住事業が進み，土地区画整理事業の造

成工事の進捗もこれからというm 白木土地区画整理事業

地区で多摩土地区画整理事業地区の市街地形成の現状を

反省材料として，検討することを提案したい。

白木土地区画整理事業地区では，由木地区の独自条件

を考慮しながら，多摩土地区画整理事業地区の土地利用

実態，従前土地所有者の土地運用にみられる傾向を基

に，すでに決まっている街区形状，換地等の条件から一

定の土地利用予測，市街化形態の予測を行い，多摩地区

で起っているマイナス面の発生を防く、、土地利用計画を立

て直し，その土地利用計画を実現する計画的規制l手段を

適用すべきである。白木地区では現在，第1種住居専用

地が指定されており，又土地区画整理法によって建築行

為の制限(法76条〉がかかっていることから，いわば，

強い拘束力が働いている。したがって造成工事が終っ

て，この拘束力を解除し，用途地域指定を見直すという

過程で18)土地の使用収益が開始されるまでに，地区計画

制度等の計画的規制j手設を従前土地所有者と合意のもと

に適用する可能性があろう。
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注

1) 多摩ニュータウン計画発想の当時，首都圏整備計画

にあった近郊地帯(グリーベルト構想〉を取りはら

い，むしろ東京都市圏50kmまで市街化を認めるとい

う発想があり，その上に多摩ニュータウソ構想が始

まっているという(北条晃敬， 1980) 

2) 土地区画整理事業において，整理前の土地(宅地)

にかわるものとして定める土地，換地は整理前の土

地(宅地〉の位置，地積，土質，水利，利用状況，

環境などが照応するように定められる。

3) 住区とは住民の社会的生活単位をいい 1小学校区

を単位とすることが一般的で人口 8， OOO~10， 000 を

標準としている(日笠， 1978・P181)
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4) 土地区画整理事業地区の土地区分は大きくは道路，

公園，河川等の公共用地，宅地，保留地となっている，

一般に宅地の部分を指して民有地と称している。

5) 松戸市内の 4土地区画整理事業地区の市街化実態調

査(波多野， 1978) 

6) 土地区画整理法第77条では仮換地指定あるいは公共

施設の工事に伴って，従前の宅地，公共施設用地に

存する建築物等を移転又は除却することができると

なっているが，一般にこの建築物のことを既存建築

物といっている。

7) 近隣住区 (2， 000) 戸のグロス戸数密度(戸/ha)20~

30は独立住宅(1戸建住宅)の集合となっている

(日笠， 1978: P. 171) 

8) この外，用途地域地区としては準工業地域，工業地

域，工場専用地域の指定がある。

9) 土地区画整理事業地区の市街化曲線を求めるとロジ

ヌテック曲線を描く，すなわち土地の使用収益が始

まってから，市街化率の増加は直線的に変化せず，

経年に伴って市街化率の増加が除々に低減し，やが

て上限値附近ではほとんど増加が止まる。この上限

値を駐車場や資材置場，更に農地利用等の残存によ

り，ほぼ民有地面積が80%市街化した段階として想

定した(日本住宅公団， 1982)。

10)公団施行土地区画整理事業地区のうち，多摩ニュー

タウン方面にある使用収益開始後23年で民有地の建

築地化率(市街化率〉が80%に達している豊田地区

(81. 4%)，生田地区 (73.9%)の1981年の調査で

ネット戸数密度は豊田地区で 100戸/ha生団地区で

127.9戸/haとなっている。

11)土地区画整理事業でいう土地権利者のことで，ここ

では仮換地指定を受けた土地権利者を従前土地所有

者の用語を用いる。

12)従前土地所有者の土地を売買によって取得した個

人，あるいは法人のことを以後取得者という。この

場合，従前土地所有者の手放した土地が何回かの売

買を経て何人かの手を渡ることになるが，全部を総

称する。

13)仮換地指定以降の売買によらない，相続，贈与等に

よる土地所有権移転については，家庭内の土地所有

の移動とみなし，従前土地所有者の土地所有に変化

がなかったものとみなした。

14)借家を建てている場合も考えられるが，今回の調査

ではその区別をする資料を得ていない。

15)換地計画は「照応の原則J(土地区画整理法第 89条

「換地計画において換地を定める場合においては，

換地及び従前の宅地の位置，地積，土質，水利，利

用状況，環境等が照応するように定めなければなら

ないJ)にもとづいて行われ，具体的には従前の土

地の換地の位置の定め方は「可能な範囲において極

力原位置換地につとめるJ(都市整備研究会， 1977) 

ものとされている。したがって，土地利用上，適格，

不適格にかかわらず換地の位置が決まってしまう。

16)土地区画整理の事業計画では一般に標準画地規模

(敷地規模〉を250~300m" として街区の設計を行い，

計画人口，計画戸数もこれを基に算定する場合が多

く，必ずしも実現される画地規模に整合させるとい

う作業が行われていなし、。いわば，計画段階ですで

に計画からの逸脱の要因が作られているといえる。

1の仮換地指定は1979年度末で10%(換地計画は同年度

末で74%)が行われている(東京都南多摩新都市開

発本部， 1981) 

18)造成工事が終了して使用収益を開始するのに合せて

第1種住居専用地域から第2種住居専用地域等の規

制力をゆるめる指定変えを行っている。
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This paper is a part of“Reports of the Tama New Town Survey" and a sequel to“the 

Formation of Housing Tracts Developed by Private Enterprises and Improvement of Residential 

Environment" in Comprehensive Urban Studies No.10. 

The authors intended to investigate the built-up process， the present urbanized condition 
and the problems of the area which were created by the land readjustment method in close 

relations with the planning of the area of Shin-jyu Jigyo (the area developed by compulsory 

purchase method). 

The main conclusios of this paper are as follows; 

(1) If the present process of urbanization is permitted to contInue， a very low standard 

residential area would be the result. We are afraid of that the estimated density in readjusted 

land area would rise to more than 90 housing units per hectare which exceeds the planed density 

and the serious confusion of land use such as a sharp influx of shops and offices to residential 

areas would occur (chapter 2). 

(2) Land utilizing process of land owners can be categorized by the area of their owned 

land and we classified them into 4 classes; very small land owners (less than 250 square meter)， 

small land owners (from 250 to 1000) medium land owners (from 1000 to 3000) and considerably 

large land owners (mors than 30∞square meter) (chapter 3). 

(3) On these investigations the authors make some proposals concerning the controlling 

method of the urbanizaton process of the readjusted land area in Tama New Town (conclusion). 


